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自律的作業集団による管理体制
ーインドとイギリスの比較研究一
奥
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はじめに
ソシオ＝テクニカ）レ・システムにもとづく自律的作業集団の研究は，さまざ
まな視点からなされてきた。そこでは作業集団の新たな役割，自律的作業集団
と経営参加との相違，組織構成員のモチベーションに及ぽすその影響，それを
とりまく作業条件と作業集団構造の適応関係などがとりあげられてきた。
本稿では，これまでの研究とは視点をかえて，まずその国の社会制度の自律
的作業集団の構造に及ぼす影響を探ってみたい。このためにインドの繊維工場
で働く労働者の作業集団とイギリスの炭鉱で働く労働者のそれとをとりあげ，
比較検討する。インドの労働者は長い伝統をもつカスト制のなかで生きてきて
おり，いま産業的，技術的な急速な変化によるその崩壊の過程をまのあたりに
している。これにたいしてイギリスの労働者は，産業革命以降資本主義発展の
歩みのなかで比較的個人活動の自由を享受してきた。それぞれの作業集団構造
がそのおかれている職場環境の違いによって規定されることはいうまでもない
が，それにもかかわらずそれを越えてその国のこういった社会制度の影響をう
けると予想される。なぜならば，これを無視した作業集団の形成では，その制
度のなかで得てきた社会的・心理的な欲求を満たしえないからである。そこ
で，作業集団構造に及ぽすその国の社会制度の影密するところを追っていく。
本稿の第 2のねらいは，自律的作業集団と経営参加の関係を考え，この両者
の関係に一定の意義を与えることである。自律的作業集団が，これまで民主的
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な管理体制として評価されてきた経営参加と異なる点についてはその提唱者達
によって明らかにされているところである。それにもかかわらず自律的作業集
団と経営参加の関係について深く掘りさげた研究となると数少ない。組織の民
主化にとって，両者はまったくあいいれないものであるのか，それとも相互補
完的な役割を果すものであるのか，この点について上記の事例研究のなかから
示唆を得たい。
このほかに作業集団の自律性を生みだす条件についても， 確認しておきた
い。自律性は他と対等に交渉のできる条件をもった集団に付与されるといわれ
ており，この点を確かめる。さらには，自律的作業集団を研究するためのアプ
ローチを考察する。この事例研究を一般化するために用いられる実証化と理論
化の方法として，諸要因が変数化され，これら変数が一定の視点から整理・配
列され，変数間関係の相関性が追い求められる。このアプローチは，その後自
律的作業集団や職務再設計などこの種の研究に踏襲されていくところとなる。
インドの社会制度と組織再編成
I ソシオ＝テクニカル・システムの適用
Tavistock人間関係研究所で開発されたソシオ＝テクニカル・システムの
考え方を実証化し， 豊かな理論に発展させていった代表的な研究の一つに，
A. K. Riceによって指導されたインドの繊維工場， Calico Millの実験があ
る。
Calico Millは，インドの Ahmedabadに所在する Ahmedabad Manu-
facturing and Calico Printing Company Ltd. に所属する一工場であっ
た。これは，原綿から生地を生産する繊維工場であった。インドの繊維産業の
近代化に対応して，ここでも近代的な機械設備と作業方式が導入されつつあっ
た。しかし，この報入は必ずしもインドの自然的・社会的風土に適合せず，管
理者と労働者の双方にたいして社会的・心理的問題をかもしだしていった。こ
の会社の時の会長でもあり，経営者でもあった GautanSarabhaiは，この
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問題にたいする対応策を求めて1952年末 Tavistockを訪れた％
Tavistock人間関係研究所では，いかなる生産システム(productionsystem) 
にも，設備と工程配置にかかわる技術組織 (technologicalorganization)と課業
を遂行する人達を相互に関係づける仕事組織(workorganization)が存在し，こ
の両組織は相互に作用し合っていると考えられた。この仕事組織は，技術とは
別にそれ自身の社会的・心理的特性を有している。したがって，この特性を無
視して，技術本位につくりあげられた生産システムは，その技術のもつ本来の
能力を抑えられることになる。しかるに，これまでこの点に配慮を及ぽさず，
生産組織は技術的側面に重点をおかれ，これに合わせて仕事組織がつくられて
きた。ここでは，課業達成の条件を満足させるような仕事組織はただ一つしか
ないと想定されている。 これが集団や個人を機械のようにみなし， 「組織の機
械理論 (machinetheory of organization)」と呼ばれるところのものを生みだし
たといわれる2)。
ソシオ＝テクニカル・システムは，さらに社会的条件と技術的条件のみなら
ず，財務的条件をもまた満たすことを要件としている。「それは， 経済的妥当
性をももたねばならない」と。そこで，それは社会的・技術的・経済的次元を
もつことになり， しかもそのそれぞれは固有の価値を有しながらも，相互依存
的関係にある。したがって，組織再編成に際して，このうちの一つの次元の変
化でも，これらすべての次元に配慮を及ぼさねばならない。 Riceの実験の意
図するところは，まさにこれらの社会的・技術的・経済的次元の独自的ならび
に相互依存的な特徴に配慮し，これらが以前よりも一層適切に相互関連した新
しいシステムをつくりあげることにあった3)。実験は， 1953年から1956年の間
に自動織布工場の社会システムの変更，非自動織布工場の作業方式の変更，な
1) A. K. Rice, Production and Social Organization -The Ahmedabad Experime-
nt—, 1958, pp. 5-6. 
2) A. K. Rice, ibid., p. 4. 
3) A. K. Rice, ibid., p. 4. 
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らびに管理組織の再編を試みることによってすすめられた丸
n 課業組織と作業集団組織についての想定
上記の実験をすすめるにあたって， Riceは，先覚者達の業績に郡かれながら
効率的な課業組織と作業集団組織について幾つかの仮説を設定する。まず，そ
れをとりまく産業組織の内容をたずね，これと基礎的作業集団との関係をただ
すことにする。その後に，課業組織と作業集団組織についての仮説を考察する。
1 産業組織のシステム
いずれの産業組織も， vonBertalanffyのいうオープン・システム (open
system)としてとらえられる。このシステムは， そのとりまく環境と接触して
資源を交流させ，その構成要素をたえず新陳代謝させることによって自己の存
続をはかろうとする。それは，部分的な変化はあっても，全体としては安定し
た状態を得て，それを維持しようとする力を働かせる。オープン・システムに
たいする Riceのこのような見方は，自己調整 (self-regulation)をその一般的
特性とみなす Bertalanffyの見解や，場の理論において準定常的均衡(quasi-
stationary equilibrium)として言及される自己調整的定常状態(self-regulated
steady state)を提示する K.Lewinの教えに負うところである氏
産業組織のシステムは，資本・原材料・設備・供給品を受け入れ，これを製
品に転換し，完成品・配当• 投資・廃棄物を流出させる。 CalicoMillの繊維
工場では原綿を受け入れ，これを生地に製造し，生地を顧客に販売する。これ
と同じ過程が組織の各構成単位についてもいえる。そこで，最も一般的には，
生産システムは，受け入れ(import),転換(conversion), ならびに流出 (export)
の執行システム(operatingsystems)に分化される6)。
4) A. K. Rice, The Enterprise and its Environment, 1963, p. 31. 
5) A. K. Rice, Production and Social Organization, p. 40. 
6) A. K. Rice, ibid., pp. 40-42. 
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生産システムが別々の執行システムに分化されるとき，これらの活動をコン
トロールし，援助する外部の管理システム (managingsystem) が必要とされ
る。これには，生産システム全体の管理とそれぞれ個々の執行システムの管理
が含まれる。前者はシステムとその環境との間の関係をとりなす機構であり，
後者は管理システムと執行システムの境界線上に位置づけられる”。生産シス
テムの執行システムと管理システムの分化は第一次分化であり，そのシステム
は第一次執行・管理ヽンステムとして定義される。第一次執行システムがさらに
分化されると，このサプ・システムは第二次執行システムとして定義される。こ
のサプ・スステムは，これを管理するための第二次管理システムを生みだしてい
く。このように執行システムは分化を続け，これ以上分化されることのできな
いところにいたる。この末端の組織構成システムを基礎生産システム(primary
production systems)と呼び，ここでは管理，コントロー）レ， サービスの機能が
そのなかに備わっている。この未分化の基礎的生産システムとして，基礎的作
業集団(primaryworking groups)が存在する凡
2 課業組織
産業生産システムは，同時的に多くの課業を遂行する。これらの課業はそれ
を構成する各システムないしはサプ・システムにゆだねられ，そのシステムは
一つの主要課業 (primarytask)を担うことになる。どんな組織について考える
際にもその主要課業はなんであり，それがいかにうまく達成されるかという問
題が他の問題に優先する。組織の構成員は主要課業の達成に貢献するが，その
とる行動にたいして感情(emotions)をともなう。したがって，次のようにいう
ことができる凡
主要課業の達成は強い社会的・心理的な作用によって影響をうけ，この作用によって組
7) A. K. Rice, ibid., p. 42. 
8) A. K. Rice, ibid., p. 45. 
9) A. K. Rice, ibid., pp. 32-34. 
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織構成員の間の協働が規定される。
このことの直接的な結果として，
主要課業の効果的な達成は，それに従事する人達にとって重要な満足の源泉となること
ができる。
換言すれば，組織構成員の間には，潜在的であれ，顕在的であれ職務をうま
くやっていこうとする欲求がある。かれらは職務をうまくこなすことに誇りを
もち，満足をみいだすというのである。
この主要課業の達成から満足を得るためには，その課業に一定の条件が存在
しなければならない。それは，その課業がそれに従事する人達にとって有意義
であること，その達成に責任を感じること，課業の前後工程の関係が満足的な
ものであることである。したがって，課業組織(taskorganization)について，
次の 3つの想定がなされうる 10)。
1) 課業は，それに従事する人達が，可能な限り「まとまりある課業 (wholetask)」
の完遂を経験することができるように組織されるべきである。
2) 課業は，できる限りそれに従事する人達が自分達の活動をコントロールすることが
できるように組織されるべきである。
3) 相互に関連する課業は，それを遂行する人達が満足的な関係をもつことができるよ
うに組織されるべきである。
3 作業集団組織
機械化と職務分割によって，上記の想定，すなわち課業全体が主体的に個人
によって達成されることが難しくなってきた。そこで，分割された作業を達成
する人達がそれと関連する作業に従事する人達と関係をもてるような集団組織
(collective organization)が必要となってくる。主要課業の達成についての想定
から，当然作業集団組織(work-grouporganization)について次のことが推定さ
10) A. K. Rice, ibid., pp. 34-36. 
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れる II)。
課業の遂行が効率的に組織されるならば，まとまった課業を効率的に達成することので
きる人数があるであろう。課業「全体」を達成することができ， しかもその構成員の社会
的・心理的欲求を満足させることのできる最小人数からなる集団が，最も満足的にして，
能率的な集団である。
特定の文化によって規定された枠内で，おおよそ心理的，精神病治療的，な
らびに心理分析的な実践からひきだされる臨床的経験によって，次のことが示
唆される12)。
1) 生産的・満足的な集団は6人から12人であり，なかでも 8人の集団において最も満
足が得られるであろう。
集団の安定性が維持されようとするならば，個々の構成員の集団課業にたい
する貢献が価値あるものとして，また報酬が正当なものとして全構成員によっ
て容認されなければならない。貢献や報酬が質的，量的に同じでなくても，集
団によって適切であると感じられなければならない。形式的には次のように想
定される13)。
2) 集団の安定性が容易に維持されるのは，次のような場合である。集団の構成員に必
要とされる技能の範囲は，集団の全構成員がその技能のすべてを理解することができると
き，また必ずしもそれをもたなくても，あるいはもとうとしなくても，その修得にあこが
れうるようなときである。
近代産業の複雑化のために要請される管理集団の機能の専門化，ないしは機
械化の生みだす作業者集団の課業の専門化によって，集団構成員間で技能の分
化が求められていく。この場合，次の想定に意をとどめるべきである14)。
3) 集団内の威信と身分の相違が少なければ少ないほど，集団の内的構造は一層安定化
し，その構成員は内部のリーダーシップを一層受け入れるようになる。
11) A. K. Rice, ibid., p. 36. 
12) A. K. Rice, ibid., pp. 37-38. 
13) A. K. Rice, ibid., pp. 37-38. 
14) A. K. Rice, ibid., p. 38. 
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インド社会の強い構造的特性， 産業化と都会化の波， 社会的流動化を考え
るとき，インドの条件にとっては第2'第 3の想定が一体になって説明されう
る15)。
集団の構成員によって遂行される課業は必要な技能と用いられる設備によって分けられ
るべきであり，また違った水準の技能を必要とする課業は階層的に構造化されるべきであ
る。課業組織は集団内で身分変更の機会を与えるべきであり，当然の結果として似たよう
な技能を要する課業は，集団構成員間で課業交流の機会を与えるべきである。
それ自体目的として集団構成員に付着する価値が大きければ大きいほど，そ
れを失う恐怖，それ故に集団が課業よりも一層重要となる恐れが大きくなる。
集団全体が，このことによって非効率的な達成の故に満足をそこなうことにな
るかもしれない。それ故に，次のことが重要となる16)。
4) 小作業集団の構成員が，自分の作業集団に適応できないほど疎達になるとき，その
人達は，類似の課業に従事する他の作業集団に移ることができるようにすべきである。
以上のように課業組織と作業集団組織を想定して，実験がすすめられていっ
た。
直 自動織布工程の再編成
1 集合組織
自動織機による織布作業は要素課業に分けられ，これに配置される労働者数
は作業研究によって決定された。この決定方法は， D.Katz-R. L. Kahnのい
う「組織の機械理論 (machinethery of organization)」の概念を構成する重要
な点となる 17)。その結果生じてくる組織の社会現象は個人の単なる集まり (an
aggregate of individuals)にすぎないのであって， 安定した内的集団構造をと
もなわない。織機工場の生産工程の活動は連続 (sequential)操業ではなしに，
15) A. K. Rice, ibid., p. 38. 
16) A. K. Rice, ibid., pp. 38-39. 
17) A. K. Rice, ibid., p. 56. 
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同時併存的(simultaneous)操業であるだけに一層組織の混乱をひき起こした18)。
このような集団構造の欠如の結果生じる問題を阻止するために，職場の管理
は，いきおい干渉を強める方式をとらざるをえなくなった。しかし，能率は低
下し，事故 (damage)は予定数値を上廻った19)0 
このような業績の結果を生みだした理由について，さまざまな意見がある。
それは，以下のようなものであった。ここでは労働者は集団 (agroup)として
ではなく，単なる集まり(anaggregate)にすぎなかったために，また職務が要
素作業に分解されたために，誰もが，集団としても個人としても課業全体の完
遂を経験しえなかった。あるいは，かれらは，安定した，心配のない関係をも
つことができなかった。さらには，自治(self-government)の機会を高めるどこ
ろか，多岐にわたる経営の伝達ラインによって権限・責任体系が混乱した。加
えて，あまりにも多くの等級があり，これが給与水準に映しだされた。この間
に課業の交替はなんらみられなかった。この自動織布工場においては，課業と
作業集団の組織についてのさきの想定を満足させるような条件はほとんど存在
しなかった20)0 
Riceは， このような生産性の低下に直面して監督者数を増やしたり， 監督
を強化することによって職場の管理体制や外からのコントロールを強化するこ
とに反対する。これに代って，組織の再編成を提唱する。すなわち，適切なコ
ントロール機能を付与された，安定的な内的集団構造をつくりだすことによっ
て管理体制を変えようとするのである21)。
2 集団組織
このような事態に対応して，経営側は， Riceの指郡によって一つの実験集
18) A. K. Rice, ibid., p. 58. 
19) A. K. Rice, The Enterprise and its Environment, p. 30. 
20) A. K. Rice, Production and Social Organization, p. 58. 
21) A. K. Rice, ibid., p. 61. 
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団を設定しようとした。これが提案されたとき，職場監督者と労働者は組織の
再編についてのこの提案を自発的に受け入れた。しかも，労働者は，当初意図
された一つに代えて，四つの実験集団を自ら組織化しようと試みた22)。各集団
は直接織布作業に従事する 4人の労働者と織機の円滑な作動を準備するための
3人の労働者から構成され， 48台もしくは64台の織機からなる一プロックを担
当した。この小集団構成員の格づけは，これまでの九つから熟練労働者，半熟
練労働者，ならびに新規労働者に整理された。賃金については，織布労働者に
のみ適用されてきた出来高払制が，集団全体に適用されるようになった。この
ような作業集団の形態によって， 課業の交替や新しい技能の習得の余地がで
き，これによって集団内での向上の機会が与えられると受けとめられた23)0 
実験の結果は，以下のようなものであった。以前の集合体に代って，自己指
導的な内的集団構造が形成された。当然管理面で実験集団の労働者はその集団
リーダーに責任を負い，したがってシフト監督者(shiftsupervisor)に直接報告
する人達の数は減少した。上位管理層 (highermanagement)は，職場の管理に
積極的な関与をしなくなった。これは，予定の行動としてよりも，自分達の問
題を自発的に解決しようとする職場の人達の能力にたいする信頼の結果として
でてきたものである。こうして，実験期の第3局面の終りにかけて，経営は，
管理の方式として小作業集団の内的構造を容認しはじめた。実験集団の能率は
向上したが，事故や不適切な保守の数が増加した。しかし，それも後には再編
成前よりは改善された24)0 
3 退行とその対策
この小作業集団を中心とする組織の再編成が職場の他の箇所に広がりをみせ
ていくにつれて，能率の低下と事故の増加を示しはじめた。この原因を明らか
22) A. K. Rice, The Enterprise and its Environment, p. 34. 
23) A. K. Rice, Production叩 dSocial Organization, pp. 66-71. 
24) A. K. Rice, ibid., pp. 80-82. 
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にするための調査がなされた。その結果，次のことが明らかになった。
景気の後退によって同じ種類の製品を長期的に生産することが困難となり，
各集団の担当する織布の種類が多様化していった。これによって，仕事のリズ
ムが不安定にさせられた。同時に，さきの再編成の成功によって，経営は一層
複雑な品種でもって実験を試みようとした。これは技術的な問題をひき起こ
し，機械の稼動率を低めた。加えて，新しい自動織機工場の建設によって，労
働者を十分に充足することができなかった。このために，機械の停止の際に随
時に援助したり，欠勤者に代る予備的労働者が不足した。さらに，このような
識場の拡大や集団システムの拡大に対応して，新規労働者の就業と既存労働者
の格上げが求められた。しかし，かれらは適切な訓練を受けるための十分な機
会が与えられなかったし，また新しい集団リーダーもその任にたえる余裕がな
かった。これらの結果として，集団構成員は集団作業よりも個人作業に一層適
している初期の作業慣行に逆戻りした25)。つまり，集団は，以前の個人集合体
に退行(regress)したわけである26)0 
このような事態に対応して，翌年次のような措置がとられた。これまで賃金
は直接能率に応じて支払われていたので，労働者は機械の停止によって生じた
減収分にたいする補償を求めた。そこで，基礎賃率が設定され，能率の低下が
あってもこの最低額が保障された。また， すべての労働者の格づけが再検討
され，集団は三つの階層， すなわち熟練労働者によって構成される生産集団
(production groups), 熟練を欠いてはいるが近いうちに配置につける過渡的集
団 (transitiongroups), ならびに訓練集団(traininggroups)に区分された。労
働者には織機の運転と保守の基礎的な技能を身につけさせる訓練が意図され，
このために戦場とは別に二つの織機が設置された27)。加えて，一つの集団にで
きる限り長く同じ種類の織布をとり扱わせる方針がたてられ，実行された。さ
25) A. K. Rice, The Enterprise and its Environment, pp. 34-35. 
26) A. K. Rice, Production and Social Organization, p. 94. 
27) A. K. Rice, ibid., pp. 83-91. 
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らには，職場の管理システムのなかに，適切かつ必要なコントロール・システ
ムがおかれた28)0 
4 共同体からの離脱と復帰
このように経営によって提案された集団組織がはじめに現場監督者や労働者
によって自発的に受け入れられたこと，またその後にそれを効果的に機能させ
ようとする決定がなされたことについて， Riceは， 次のように解釈する。労
働者は，産業に入るために村や家族のもとを去り，このことによって失われた
小集団の構成員の地位がその新システムによって回復されると直銀的に受けと
ったことによるものであると。同時に，新システムによって，かれらは主要課
業を効率的に達成することを許され，これによってまた満足の源泉をみだすこ
とができたわけである29)。
インドでは，産業化の進展によって，村落や大家族の共同体が急速に瓦解し
ていった。これに代るものとして，産業組織の新システムが意義づけられてい
るのである。しかも，この新システムによる生産効率の上昇は，また組織構成
員の心理的満足の源泉となっているというのである。ここでは，技術的組織と
ならんでその重要性が指摘されている社会的組織，とりわけ小作業集団がイン
ド社会の村落共同体や家族共同体に代りうるものだという指摘に注目しておこ
う。
IV 非自動織布工程の組織再編成
自動織機の急激な増設は失業の多いインドにとって一層雇用の不安をかきた
てるという観点から，政府は，その認可をしぶった。そこで，これまでの非自
動織機が工場に残ることになり，この適切な管理運営が問題になった。ここで
目ざされたものは，織布の品質の改良であった。より高い品質を生みだすため
28) A. K. Rice, The Enterprise and its Environment, p. 35. 
29) A. K. Rice, ibid., p. 38. 
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の新しいシステムをみいだそうとする実験が， CalicoMillの非自動織機職場
で意図された。ここで，織布の生産課業が技術的に分化されながら，他方で内
から構造化された小作業集団が形成された。この小集団は， 50台の織機の保守
．稼動をまかせられた。当初技術上，組織上の困難な問題に遭遇したり，合理
化反対の全国的な運動による挫折もあったが，それは，後には品質の改善，生
産量の増加，事故の減少，労働者の収入の増加をもたらした。そればかりか，
労使関係の許容的かつ協力的な関係をうちたてることにも効果を示した30)0 
この期の実験の結果から， Riceは次のようにみなした。織布の「全」課業
を要素作業に分解し，これを各労働者に割りあてることと，かれらを一群の織
機の「全」課業を遂行する内的構造化の作業集団に再統合 (reintegration)する
こととが，関係当事者間に許容的かつ協力的な関係がうちたてられるならば，
一つの過程のなかで達成されうるであろうと31)。
さらに経営と労働者との間の協力的な関係の樹立と集団内関係の安定化を助
けたのは，非公式の集団会合 (informalgroup meetings)と多くの公式の会議
(formal conferences)の設定であった。後者の会議には， 労働者をも含めた各
管理層が出席した32)。このような，いわゆる参加方式が，小作業集団を中心と
する組織の再編成の成功にあずかって貢献したと考えられる。
V 管理組織の再編成
インドでは，多くの会社で経営代執行制度(managingagency system)が採用
されていた。この制度は，個人や会社が所有者に代って事業を運営する制度で
ある。経営代執行者は会社にその管理能力をかわれ，その職務に報いて通常利
潤にもとづく手数料を支払われる。 GautanSarabhaiはこの会社の取締役会
30) A. K. Rice, Production and Social Organzation, pp. 113-114. 
31) A. K. Rice, The Enterprise and its Environment, pp. 40-41. 
A. K. Rice, Production and Social Organization, p. 113. 
32) A. K. Rice, The Enterprise and its Environment, pp. 39-40. 
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の長であると同時に， CalicoMillの主たる管理者として働く経営代執行機関
の構成員でもあった。かれは事実上会社の会長であり，管理運営の主等的立場
にもあった33)。
この会社の管理構造は，経営代執行者と他の管理者との間の一連の非公式な
人間関係からなっていた。経営代執行者が，さまざまな身分や勤続年数をもっ
た多数の管理者の助けを得て管理にあたった。この管理形態は，インドの社会
生活に特徴的である伝統的な共同家族制 (jointfamily system)によって支えら
れていた。この家族制度のもとでは，最年長者の男性が家族の長として相続し，
他の構成員にたいして大きな権限をもち，家族の福祉のために重い責任をもっ
た。家族の他の構成員の間の権限と責任は広く分散され，非公式的であり，個
人的であった。かれらは，権限系統を経ずに直接家長に近づけた34)。このよう
な個人的関係にもとづく管理構造では，管理者間の公式の伝達体系をもった組
織図表は存在しなかった。役割とか役割関係は，たいして重要な意義をもたな
かった35)。
社会的，技術的，経済的条件の急激な変化は，非公式的，個人的な管理体制
の存在をもはや許さなくなった。管理システム(managingsystem)は，執行部
門(operatingdivision)の分化に対応して階層的に，機能的に細分化され，公式
化されていった。例えば，財務管理や開発・研究機能の分化は，それであった。
管理機能の権限と責任とは，専門管理者に委譲された。かれらは，ことをすす
めるのにいちいち会長の許可を必要としなくなった。管理者はこうしてこれま
でよりも適切に条件を利用して，効率的に展開していくことができるようにな
った36)0 
とはいえ，管理体系だけが，文化パターンや組織構成員のパーソナリティと
33) A. K. Rice, ibid., pp. 29-30. 
34) A. K. Rice, Production and Social Organization, p. 182. 
35) A. K. Rice, ibid., p. 188. 
36) A. K. Rice, T. 加 Enterpriseand its Environment, p. 43. 
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きり離されてひとり歩きするものではない。 Riceは， この三者を相互依存的
変数であるとみなす。初期の管理システムは伝統的な文化パターンと一致し，
その体系のなかで役割をになう人達の心理的欲求を満足させてきた。この欲求
は，新しいシステムによって満足させられる保障はない。新しいシステムは既
存の文化構造によって修正されながらも，またこの文化構造を成長に郡いてい
く。しかも，それは，経営構成員にストレスをひき起こさせた。 Riceは， 組
織再編成，文化構造ならびに個人の三者の調整のためには，相当の時間が必要
とされると考える37)。
VI 作業集団組織と社会制度
インドでは，これまで紡絞と織布生産のほとんどが，村での手作業的家内労
働によっておこなわれてきた。しかるに，新しい機械を等入した近年の工場制
生産の発展は，人々を村の職業や家族の作業集団からきり離していった38)。
機械技術の効果的な使用と発展のためには，それに適応する仕事組織 (work
organization)が必要とされる。それは，技術的な設備や配置を意味するのみな
らず，そこで働く人達にたいしてもそれに適合するよう求めていく。人は，自分
よりも機械の性能を最大にいかせるようなやり方で行動しなければならない。
E. L. Tristのいう「機械文明(machineculture)」に応じえない旧来の慣行は
崩れていくことになる。機械の求める精確性と効率性の要請は，時間と速度が
個人の判断にゆだねられていた手工的生産のもとでの非公式的な作業伝統とは
両立し難くなった。また，機械化によって，低賃金の故に生まれてくる職場の
余剰労働とこれと結びあった放漫な労働， 相互扶助の慣行も許されなくなっ
た。さらには，これまでの職場での労働者の身分関係，例えばカスト制 (caste
system)を映しだした「織り手(weaver)」と「紡ぎ手 (spinner)」の区分は意味
37) A. K. Rice, Production and Social Organization, p. 222. 
38) A. K. Rice, ibid., p. 232. 
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をもたなくなった39)。
このように機械化は，これまで培われてきたインドの伝統的な文化機構と衝
突し，組織構成員の社会的・心理的欲求を抑圧することになる。カスト制や村
落・家族共同体の社会的仕組み，低賃金，長時間労働ならびに相互扶助の労働
慣行は，旧来の姿を保っていけなくなった。この制度の崩壊によって，このな
かに安住していた人達は，これに代るものを他に求めていかざるをえなくなっ
た。職場での作業集団組織は，まさにこの社会制度に代るものとして重要な意
義を与えられるのである。したがって，この作業集団の規模や性質は，その属
する社会の構造と文化に規制されることになる40)0 
この組織は，すくなくとも生活領域における孤立化を償うにたるだけのもの
でなければならない。しかも，これは，インドの現況から，明確な，制限つき
の集団内移動をともなう階層的に構造化された集団であることが望まし<'
そのほうが集団のリーダーや構成員の期待に応えることができると考えられ
た41)。これに対照するものとして，後述するイギリスの炭鉱にみられる作業集
団がある。 Riceは， 「どのような社会もリーダーシップと仲間関係について
自らの型をもっているし，また権限関係の問題のとり扱いにそれ自身の機構を
有している。作業組織をつくる際に，これらが考慮に入れられなければならな
い」という42)0 
ー ィギリス炭鉱労働者の自律的作業集団
頂 手掘採炭作業集団の責任ある自律性
1 手掘採炭方式と自律性
械機化以前の手掘 (hand-got)採炭作業にみられる社会的特徴は，短い切羽で
39) A. K. Rice, ibid., p. 241. 
40) A. K. Rice, ibid., p. 232. 
41) A. K. Rice, ibid., p. 232. 
42) A. K. Rice, ibid., p. 233. 
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働く小集団組織(smallgroup organization)である。集団は，相互依存関係にあ
る2人1組と，これに 1名か 2名の人を加えて構成されていた。通常は 1人の
採炭夫と 1人の仲間が炭鉱経営者と契約を結び，少年運搬夫の助けをかりて自
分達の切羽で作業をなした。契約は個人の名でなされたが，共同行為とみなさ
れた。このようにこの集団は炭鉱経営者と契約について交渉できる条件をそな
えており，ここに自律性のよってたつ基盤があるように思える。この種の基礎
的作業組織 (primarywork-organization)では，集団がその構成員でもって一群
のまとまりある課業を達成し，採炭課業全体にたいする責任をもつことになる。
集団構成員にとって，課業は全体としての意義と完結性をもっていた。リーダ
ーシップと監督は集団内にあり，これが責任ある自律性(responsibleautonomy) 
の内容をなした。課業に全体性 (wholeness)があるからこそ，自己調整 (self-
regulation)にたいする能力が集団に付与されるとみなされる43)。
この集団には広範な熟練が包摂されており，各炭坑夫は，仲間に代りうる能
力をもった多能労働者であった。かれらは，職人としての誇りと独立性を有し
ていた。これが，また責任ある自律性に貢献した。仲間労働者の選抜も，かれ
ら自身の手によっておこなわれた。このことによって，長きにわたる安定的な
関係がたもたれる傾向を生んだ。このように課せられた仕事の全体性，個人の
熟練の多様性，ならびに集団による自己選抜が，手掘採炭作業に従事する 2人
1組の切羽チームを特徴づけた責任ある自律性の内容であるといわれる44)。
2 炭坑における小集団の意義
この小集団は継続して自分達の短い切羽で働くことができるので，どこでで
も作業を中止することができる。このような許される作業の弾力性は，作業条
43) E. L. Trist and K. W. Bamforth,'Some Social and Psychological Conseq-
uences of the Longwall Method of Coal-Getting', Human Relations, Vol. IV, 
1951, p. 6. 
44) E. L. Trist and K. W. Bamforth, ibid., pp. 6-7. 
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件によし• あしのある地下状況にあっては特別な利点となる。また，地下状況
にあっては，暗闇のなかで危険がつきまとう。この恐怖によって生じる不安定
を他人と分かち合おうとする動きがでてくる。これらの人達は，直接的な触れ
合いを必要とする。そこで，その構成員数は限られたものとなる。しかも，そ
こでは活動領域が広範に分散されている。手掘作業システムの小集団は相互に
孤立したものとなり，これが暗闇のなかで一層強められていく。こうした状況
のもとでは，密な監督というのは，不可能に近い45)0 
このように変化する状況に応じて作業速度を変えることのできる，自律性を
もった小集団は，地下状況に理想的に適用される社会構造の型であるとみなさ
れた46)。坑道における自律的作業集団はこのような地下状況に適応する仕事組
織として生れ，伝統的な価値観を根づかせながら長年にわたって育くまれてき
たものである。この組織形態の変更は，労働者の主体性とそれをその基底にお
いて支えている価値観をきり崩すことになる。
糧長壁式システム
1 長壁方式と課業の分化・相互依存性
石炭掘削機と機械運搬機の出現によって，採炭課業は，技術的に一層複雑な
ものとなった。それは，一連の短い切羽作業に代って単一の長い切羽作業，っ
まり長壁方式(longwallmethod)の導入を可能にした。これは，工場の生産方式
を模したものである。当然，手掘方式に適合した社会構造とは異なった作業関
係構造を生みだした。熟練労働者とその仲間からなる職人タイプの小集団に代
って，もっと規模の大きい，中間的な社会的規模の構造が現われた47)。
この長壁式システムは，ベルトによって切羽が一つにつながれ，これを単位
に40人から50人の作業員，発破仕掛人，ならびにシフト代表者からなるもので
45) E. L. Trist and K. W. Bamforth, ibid., p. 7. 
46) E. L. Trist and K. W. Bamforth, ibid., p. 7. 
47) E. L. Trist and K. W. Bamforth, ibid., pp. 9-10. 
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あった。採炭作業はまずそれを構成する標準的な作業に分けられ，再びこれら
の作業を連続的な工程に組みかえ，前から後の工程にひき継ぐことによって達
成されていく。この一つのまとまりのある採炭工程をサイクルと呼び， 3交替
・24時間で 1サイクルが終るようにされた。シフトは，掘削，切取り，ならび
に積込みに分けられた。平均的な切羽で必要とされる40人の労働者は，前2者
に各10名，後者に20名が割りふられた48)。かれらの職務は，長壁面で相互に依
存しながら一定の連続性をもって遂行されていく。これは，厳密な連続性，機
能的相互依存性，時間的・空間的広がりという大量生産にみられる技術面の坑
道への適用である。
それだけにかれらの担う課業の相互依存性は高い。構成作業の相互依存性と
いう視点からは，課業は，次の四つの範疇に分けられる。 a)切羽発破の準備，
b)コンベアの移動， c)掘削とゲートの建設， d)石炭の積込みである49)。こ
れら課業の相互依存性はきわめて緊密であり，一つの課業遂行の成否は，他の
課業のそれに大きく依存している。このようにそれぞれの段階で完全な遂行が
求められるだけに，この長壁式システムはこわれやすい。
切羽の準備作業と積込み作業との間の関係はとりわけ不安定であり，社会的
組織がもろく 50), このため作業サイクルの流れを停滞させることになった。採
炭作業の代表的な職種である積込み作業をうけもつ労働者(filler)は，機械化の
進展するなかで一緒になって採炭作業全体にかかわっていた仲間から分離させ
られたのみならず，同じ職種の集合体 (anaggregate)の一人にさせられてしま
った。しかも，前工程の準備作業労働者との複雑な依存関係のなかで対応に苦
慮しなければならない。この関係は，一定の期間内で一つの方向にのみ作用す
るが故に相互依存的というよりも従属的でさえある51)。
48) E. L. Trist and K. W. Bamforth, ibid., pp. 10-11. 
49) E. L. Trist and K. W. Bamforth, ibid., p. 15. 
50) E. L. Trist and K. W. Bamforth, ibid., p. 18. 
51) E. L. Trist and K. W. Bamforth, ibid., pp. 24-25. 
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各労働者は，割りふられた一つの職務を継続して担当させられた。かれらの
訓練も，その役割に合わせておこなわれた。この役割分化は，複数の賃金支払
方式を生みだした。それは，他とは関係なくその役割の遂行度に応じて 5種類
に分けられた。しかも，ここでことさら身分上の差異が誇張された。この複数
の賃金支払方式と身分差別は，役割分化を側面から補強した52)。この役割分化
は，当然これを調整する機能を必要とする。労働者間やシフト間の調整機能は
かれらの手から離れて，外部の管理者にゆだねられていった53)。いきおいその
管理は， 押し付け的なものとなった。この長壁式システムは，「完全な自主管
理をおこなっていた炭坑夫を排除し，サイクルの割りふり，調整ならびに監督
にたいする責任を作業チームからとりあげ，相互依存的な小集団を破壊し，こ
のことの故に長きにわたって存続してきた，イギリス石炭産業の伝統に反する
ものであった」といわれる54)0 
2 局所的混乱の広がり
採炭作業に採用された大量生産方式と外部からの管理は，坑道という特殊条
件のなかでは適合するものでなかった。工場と違って地下炭層では環境条件は
変化するし，その多くは予測されることができないし，幾らかは予測しえても
変えることが不可能である。それだけに，この地盤の不安定性は，工場方式の
地下状況への適用を制約する55)。
坑道の状況に特徴的なものは，湿気，熱，汚れのような悪条件である。このほ
52) E. L. Trist and K. W. Bamforth, ibid., pp. 16-19. 
53) Louis E. Davis,'The Design of Jobs'in E. Davis and James C. Taylor(ed.), 
Design of Jobs, 1972, p. 312. 
54) Maxine Bucklow,'A New Role for the Work Group, (excerpts from'A new 
role for the work group', Administrative Science Quarterly, vol. 1, 1966, pp. 
59-78) in Louis E. Davis and James C. Tayler (ed.) Design of Jobs, 1972, p. 
206. 
55) E. L. Trist anp K. W. Bamforth,'Some Social and Psychological Conseq-
uences of Longwall Method of Coal-Getting,'pp. 19-20. 
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かにも，起伏や断層が生じることもある。一般的に，このようなきびしい条件
は新たな危険を意味するのみならず， 余分な労働をもまた意味する。 しかる
に，この労働にたいする賃率は，決して高いものではなかった。労働者の立場
からすれば，このような悪条件は一層危険な，きびしい仕事と同時に，報われ
ない支払を意味することにもなる。それは，さらに仕事の過ちをひき起こしが
ちとなる。通常，過ちのある仕事というのは個人的な欠点や社会的緊張から生
じるものであるが，しかし悪条件のあるときにはこれが容易に現われてくる。
緊密な相互依存性を特徴とする長壁サイクルのなかでは，このような悪条件と
過った仕事の相互作用から生じる，特定の箇所での局部的な乱れも，社会的空
間を通して共鳴し，大きなものとなるといわれる 56)0 
3 集団防御策
このような事態に対応して，労働者は，それなりの方策を講じようとする。
積込み労働者の集団防御(groupdefence)の策として，つぎの四つの型があげら
れる57)0 
1) 非公式組織:(informalorganization) 
同じ役割を担った労働者の一部が集団内で孤立化することによって，非公式
的な小集団組織ができあがる。ここでは， 2人から 4人程度の人達が相互扶助
のために私的に寄り集まる。しかし，これは，ときには相互の保身的な目的や
反社会的目的のために利用されることもある。その忠誠心は所属する非公式集
団に限定されており，それ故に切羽集団は，全体として社会的に責任ある行動
をとることができない。各個人は，究極的には自分の範囲内の仕事だけにしか
責任をとらない。つまり，作業集団としての責任ある自律性がないということ
である。
2) 反発的な個人主義(reactiveindividualism) 
56) E. L. Trist and K. W. Bamforth, ibid., pp. 20-21. 
57) E. L. Trist and K. W. Bamforth, ibid., pp. 30-35. 
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小集団に結集しないとき，労働者は利己的となり，自己本位でもって他に対
抗していこうとする。これが反発的な個人主義といわれるものであり，ここで
は個人的秘密主義におちいりがちとなる。例えば，仲間労働者の間での働きや
すい場所や仕事のとり合い，陰謀，だまし合いなどがみられる。このような保
身的個人主義は，炭鉱の一体化(identification)をなくしていくことになる。
3) 責任のなすり合い(mutualscapegoating) 
労働者は，後工程のシフトで働く人達とほとんど触れ合うことはない。この
接触の欠如は， 相互に責任のなすり合いの余地を与えることになる。危機の
際，また任務を達成することができないとき，責任を他に転嫁したり，制度そ
のものに帰したりする。このような状況は責任の所在を明確にせず，人は集団
としても，個人としてもつねに責任をまぬがれる。
4) 自己補償としての欠勤(self-compensatoryabsenteeism) 
欠勤は，認知された社会的手段だとみなされる。劣悪な労働条件にたいする
対抗措置として，かれらは欠勤する。自己補償的な欠勤は，炭鉱でのかれらの
労働生活を延長しようとする個人の側での一つの試みである。それは心理的・
社会的防御であり，長壁方式にもとづく全社会的システムのなかでの一種の制
度的行為であるとみなされる。
互複合的作業組織
長壁的システムのこれらの欠陥を克服するために， E.L. Trist=K. W. 
Bamforthは，技術的システムとならんで社会的システムの重要性を主張す
る。この両システムの相互作用を通して，サイクル作業集団の関係がうまく統
合され，新しい社会的均衡がつくりあげられることを期待する58)。そこで，以
前と同じ活動を保持しながらも， 3交替 1サイクルの工程上連続している課業
集団から構成される全体的集団が全社的に展開された59)。これが複合的作業組
58) E. L. Trist and K. W. Bamforth, ibid., p. 37. 
59) L. E. Davis,'The Design of Jobs', p. 312. 
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織(compositework organization)といわれるところのものであって， 次のよう
に規定される。「集団が， 炭層面での採掘にかかわる作業のサイクル全体にた
いして完全な責任をひきうける組織」と60)。
ここでは，技術上•安全上必要とされる枠内で，集団の構成員は，自由にそ
の課業の組織化や達成の方法を決めることができる。かれらは，この点でいか
なる外部の権限にも服さない。作業集団自体によって， 必要な役割のすべて
が，内部的に構成員に割りふられた。集団のだれもが，固定した仕事の役割を
もっていない。課業の進捗具合に応じて，弾力的に役割を変える試みがなされ
た61)。課業とシフトのローテーションがおこなわれた。快適な作業とつらい作
業を等しくする機会も与えられた。このような労働者の相互交流 (interchange-
ability)は切羽労働者の多能化を促すのみならず， 地下作業の技能と一体感と
いう共通の資産の共有をもまた可能にした。さらに，各シフトの作業方法は，
課業の連続性を保持する方向に動いた。各シフトは前のシフトがし残したとこ
ろから着手し，また集団の主要課業を終えたときには，たとえ新しいサイクル
の開始を意味したとしても，再度配置について次の課業にとり組んだ62)。
このような組織や作業方法を経済的な側面から支援したのが，包括的な賃金
の支払方式であった。賃金は，サイクルの全課業の完遂にたいして集団全体に
支払われた63)。得られる収入は，チーム構成員の間に等しく配分された。そこ
で，各構成員の収入は，かなりの程度まで相互の協力の効果と集団の工夫した
仕事組織の効果に依存することになる64)。 こうして， 自律的なサイクル集団
は，自己調整の機構を通じる内部統制によって長壁方式での採炭のさまざまな
活動を統合したのである。
60) P. G. Herbst, Autonomous Group Functioning, 1962, p. 4. 
61) P. G. Herbst, ibid., p. 4. 
62) L. E. Davis,'The Design of Jobs'p. 313. 
63) L. E. Davis, ibid., p. 312. 
64) P. G. Herbst, Autonomous Group Functioning, p. 4. 
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x 自律的集団機能の変数間関係
1 研究方法と変数
P. G. Herbstは，炭鉱の事例を素材にして行動 (behavior)についての一般
的法則をつくりあげようとした。行動についてのこれまでの研究は，各事例か
ら少量の資料をとり寄せることによってその様式を解明しようとするものであ
った。ここでは，人も集団も同ーであると想定されているのみならず，その行
動間の結びつきも明確にされていない。かれは，これに代って一つの事例，す
なわち炭鉱で働く人達の自律的な集団を集中的に研究することによって行動探
究の道を模索しはじめた。行動を起こすどんな組織も独自性をもっており，特
定の方法で機能し，発展する。とはいえ，その行動は無法則なものではなく，
そこには一般的な内在的法則の存在が予期される。そこで単一事例の研究を一
般的に妥当するような法則にまで高めるために， 変数の抽出， 測定尺度の作
製，資料分析の技術，ならびに理論構成の方法が検討されることになる65)。
かれは集団の相互作用過程と構造を研究するための諸方法を開発し， この
分析方法に依拠して集団機能の実証と理論化を意図した。集団は， 集団機能
(group functioning)の変数間のネットワークとみなされる66)。集団理論を構築
するために，変数ならびにこれら変数間の関係を説明しうるにたる仮説の設定
とその実証化が試みられた。変数として，産出率，チーム構成員の仕事率，集
団統合の水準，ストレスの程度，課業一体化，緊張，ならびに業績の満足度が
とりあげられる67)。これら変数の意味するところは，以下のごとくである。
産出率 (outputrate) 産出は， 集団がその目標の達成度を判断するための業績水準
の尺度として考えられる。経営の側からみれば，生産性 (productivity)に相当する。集
団の生産性によって，賃金が支給され，雇用条件が確保され，集団がその生存条件を与え
られることになる。これが，経営によって与えられる部分 (input)である68)。産出率は，
65) P. G. Herbst, ibid., p. ix. 
66) P. G. Herbst, ibid., p. x. 
67) P. G. Herbst, ibid., p. xi. 
68) P. G. Herbst, ibid., p. 52-53. 
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1作業サイクルのなかで仕事に従事した労働者， 1人当りの採炭量によって測定される69)。
仕事率 (workrate) 仕事率は，一定時間内における労働者のエネルギーの支出程度
を表わす。これは，採炭課業に従事する労働者が費やす時間， 1時間当りの採炭量によっ
て測定される70)。
統合水準(levelof integration) 集団は，その仕事を遂行していくなかでその課業の
求めに応じて構成員の交わりのパターンを変えていかねばならない。この集団内の相互作
用のパターンの流れを，集団過程 (groupprocess)と呼ぶ。この集団過程を示す尺度と
して，その弾性値(flexibilityof the group process)とその率(groupprocess rate) 
とがあげられる。前者は仕事サイクル当りの平均的な移行間隔 (transitiondistance) 
を表わし，後者は仕事サイクル当りの集団相互作用バターンの変化量によって決められ
る。この二つの尺度を用いて，集団統合の水準が示される。それは，業績満足や産出率に
たいして，弾性値の関数として，また集団過程率の逆関数として明示される71¥
ストレス (stress) ストレスは，目標の達成に向う集団の活動が外部の出来事か外部
の者の行為によって阻止されていると感じる状態をいう。集団の目標が高率の採炭だとす
れば，技術上の故障のために失われた時間の量がストレスの程度を測定する尺度としてと
りあげられる72)。
課業一体化 (taskinvolvenment) 課業一体化は， 個々のチーム構成員がある課業の
遂行にあたってほかのだれかと一緒に働くよりも単独で仕事をする程度を示す尺度であ
る。単独で仕事をすることが孤立的というよりもむしろ独立的・自律的な働きを意味する
ならば，それは，プラスの役割を果すと期待される73)。
緊張 (strain) 緊張の状態は，その状況からぬけでようとする緊迫感を意味するマイ
ナスの誘因 (valence)に相当する。経験的には，それは， おかれた状況にたいするマイ
ナスの情緒的感覚ないしは嫌悪感に合致する74)。緊張は，欠勤日数によって測定される。
業績の満足 (performancesatisfaction) 業績の満足は， 果した集団活動や達成され
た業績にたいする満足水準を意味する。「悪い」， 「良い」， 「すぐれている」という主観的
69) P. G. Herbst, ibid., p. 171. 
70) P. G. Herbst, ibid., p. 171. 
71) P. G. Herbst, ibid., pp. 85-98. 
72) P. G. Herbst, ibid., p. 56. 
73) P. G. Herbst, ibid., pp. 60-61. 
74) P. G. Herbst, ibid., p. 59. 
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尺度でもって測定される75)。
さらに，集団機能のこれら変数間に介在する変数(parameters)として， (i)
作業負荷や，課業構成要素間の相互依存の型にみられるような課業の特徴，
(ii)業績期待やフラストレーション閾のような集団の内部的特徴， (iii)ストレ
スの許容度や適正ストレスのような集団のその環境にたいする関係の特徴，
(iv)集団の存在条件を規定する最小境界水準があげられる76)。
2 変数間関係の概念設定
このような変数を用いて， Herbstは，集団機能の研究のための概念的枠組
を設定する。自己存続的な集団は，次のようなやり方で環境と触れ合いなが
ら，活動を続ける組織単位であるとみなされる77)。集団は環境から投入を得な
ければならず，それは産出によって償なわれる。これが，プラスの相互依存サ
ィクル(positivedependence cycle)をなりたたせる78)。
集団内の産出は次の三つの変数，すなわち， Ci)集団構成員の数， (ii)集団
構成員の仕事率， (iii)集団構成員の協力の効果によって影響される。 1人当り
の尺度でもってこれらの変数関係をとらえるならば，産出率は，仕事率と集団
統合水準との合同関数(jointfunction)であるとみなされる79)。
達成された産出は，業績満足に影響する。とはいえ，一定の業績水準の達成
には仕事努力(workeffort)としてのコストが必要とされる。仕事率が達成され
た産出に比して低い場合には，業績満足はプラスとなる。仕事努力が産出に比
して高いならば，不満足を生みだす。この間に業績期待 (performanceexpecta-
tion)の変数が介在する。業績期待が低いときには，一定の仕事率でもって達成
される比較的低い産出は業績満足を生みだすが， それが高い場合には， 高い
75) P. G. Herbst, ibid., p. 4, p. 171. 
76) P. G. Herbst, ibid., p. xi. 
77) P. G. Herbst, ibid., p. 145. 
78) P. G. Herbst, ibid., p. 141, p. 145. 
79) P. G. Herbst, ibid., pp. 145-146. 
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産出が同じ満足を生みだすために一定の仕事率でもって達成されねばならな
し、80)
゜
プラスの相互依存サイクルの形成・維持は，同時にマイナスの相互依存サイ
クル (negativedependence cycle)の発生をもひき起こす。前者のサイクルの機
能を制約するのが，ストレスである。これはマイナスの投入とみなされ，マイ
ナスの産出をもたらす81)。ストレスの状態から正常な状態への移行には，ある
程度の時間のずれがある。仕事がもとに戻る際に，失われた産出をうめ合わせ
るために，それを償なうだけの仕事努力の増加が求められる。ストレスは，産
出達成に向けられる努力を増やすか，課業達成についての集団統合の水準を低
めるかのいずれか， あるいは両方の影瞥をもつかであるという仮説がなりた
っ82)。
3 集団機能の数理論
集団機能のこのような変数間関係は，数学的に定式化される。業績変数間の
理論的関係として，次の方程式がなりたっ83)。
方程式(1):産出率は，個々のチーム構成員の仕事率と，集団統合の水準によって定義さ
れる協同の効果の合同関数としてとらえられる。
方程式(2):産出達成にかかわるチーム構成員の仕事率は，ストレス，最初に設定された
仕事率，ならびに集団統合によって増加すると説明される。
方程式(3):業績満足は，集団の産出水準と，チーム構成員が達成される産出水準に関連
して用いる仕事率の双方の関数であると説明される。
集団行動の情緒的側面を業綾変数に結びつける関係として，次の方程式が考
えられる84)。
80) P. G. Herbst, ibid., pp. 148-149. 
81) P. G. Herbst, ibid., pp. 152-154. 
82) P. G. Herbst, ibid., pp. 155-156. 
83) P. G. Herbst, ibid., p. 169. 
84) P. G. Herbst, ibid., p. 170. 
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方程式(4):緊張の程度は，課業の一体化の程度，ならびに達成された産出量と一体化の
程度によって規定される適正産出水準との間の差異の双方の関数としてとら
えられる。
方程式(5):達成される産出率は，課業一体化が低い場合にはストレスによって増加し，
それが限界水準を超えるならばストレスによって減少すると説明される。
上記の方程式の展開によって，さらにさまざま変数間関係が示されることに
なる。変数は炭鉱で得られたデーターから数量的に示され，これら変数の間の
相関が確かめられる。
ー結 び
(1) 
近代的な機械の工場への都入は伝統的な作業組織を崩壊させ，その技術的要
請に応えることを人に求めた。人は，仕事の上でも，人間関係の上でも孤立し
た状態に追いやられた。技術に偏重した生産組織は，職場を個人の単なる集合
体におとしいれていった。これに対応するに，経営側は，いきおい職場管理の
強化に動いた。それにもかかわらず，生産性の低下，事故の増加，欠勤の増加，
利己的風潮のまん延などの現象がみられた。これは人のもつ社会的・心理的な
欲求を満たしえないところからきているとみなされ，研究者達によって技術上
の要請と社会的・ 心理的なそれとをともに満たしうるような合同最適化 (joint
optimization)のシステムが探究された。この流れのなかで考えられたのが，自
律的な小作業集団を中心とした仕事組織である。
ところで，それぞれの国にはこれまで育まれてきた伝統的文化があり，人は
長くそのなかに安住してきた。しかし，最近の急激な産業的，技術的，政治的
変化は，この文化機構を崩壊させつつある。いきおい，人は；これに代るもの
を他に求めねばならない。これが，自律的作業集団である。だとすれば，この
集団の規模とか内容は，その属する社会の構造とか文化を映しだしたものでな
ければならなくなる。インドでは，高度に構造化された社会形態，すなわちカ
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スト制が長きにわたって存続し，人はひとまずそのなかで安定性を得てきた。
しかし，政治改革や産業化によって，この制度の崩壊がはじまった。これに代
る作業集団は，社会機構を映して階層的に構造化されたものとなる。これにた
いして，イギリスの炭鉱での小作業集団は，平等主義的集団である。 ここで
は，集団リーダーとその構成員との間に身分上のわけへだてはない。また，役
割交替や課業交替は，かなり自由におこなわれている。両集団の間に，このよ
うな相違が示唆された。
(2) 
この自律的作業集団と，これまで民主的な管理体制として高い評価を得てき
た経営参加との違いは，明白である。 P.G. Herbstは，その相違を次のよう
にいう。経営参加は，活動構造(activitystructure)をそのままにして，ただ単
に意思決定の場所を変えることによって組織構成員の態度や行動の改善を，ひ
いては生産性の向上をねらうものであった。しかるに，ソシオ＝テクニカル・
アプローチでは，活動構造を変えることによって意思決定の場所を変えようと
するものであると85)。
ここでは，暗に経営参加は，二義的な地位に追いやられてしまっている。と
はいえ，自律的作業集団の発足と運営にあたって，経営参加制度の活用の有益
性が示唆されている。非自動織布工程の小集団作業の実験に際して，得られた
労使の協力関係や安定した集団内関係は，非公式の集団会合や多くの公式会議
の設定によって助けられてきたといわれる。後者の会議はその部署に責任の
ある監督者によって主宰されたが， 労働者を含めた各管理層がそれに出席し
た86)。参加は，活動構造そのものを変えなくとも，その円滑な発足と運営に貢
献するところとなったのである。
(3) 
作業集団の自律性を保障する条件として，経営と対等に交渉のできる立場
85) P. G. Herbst, ibid., p. 12. 
86) A. K. Rice, The Enterprise and its Environment, p. 40. 
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が，これまでの主張にあった。 J.Gulowsenは，次のようにいう。「＜自律的
作業集団＞という言葉は，ある一定期間両当事者に義務を課するような契約の
もとで交渉し，行動する集団のために使われるべきだと思われる。それ以外の
集団は，＜相対的に自律的 (relativelyautonomous)>だと呼ばれよう」と87)0 
この事例研究でも，それと同様の事態を確認することができた。イギリスの炭
鉱労働者は機械化の手掘りシステムにおいて小集団を構成し，このことを単位
として代表者が交渉にあたり，共同で契約をなした。かくて，かれらは，生産
方法から自分達の仲間の選抜までを自らの手で決定することができた。このこ
とによって，作業集団は，その対境関係において独自の交渉力を発揮しえてこ
そはじめて自律性を保持しうるということが確められた。
(4) 
最後に，組織構成員の一般行動理論をうちたてるための手法を考察した。集
団は，集団機能の変数間のネットワークとみなされた。そこで，自律的集団機
能にかかわる要因が抽出化され，変数化され，測定された。そして，集団理論
が構想され， これにもとづいて変数間関係が方程式に示された。炭鉱から得
られたデーターをこれに挿入して，これら変数間の相関関係が確められていっ
た。その後，この種の研究は次つぎと新しい要因を導入し，独立変数・媒介変
数・従属変数の関係にみられるような変数間の再整理を意図してますます精緻
化されていくことになる88)。
87) Jon Gulowsen,'A Measure of Work-Group Autonomy'(excerpts from J. 
Gulowsen, Selustyrte Arbeidsgrupper, Tanum Press, 1971, Oslo) in Louis E. 
Davis and James C. Taylor(ed.), Design of Jobs, 1972, pp. 389-390. 
88)拙稿「職務再設計と産業民主主義」，経営参加問題研究班『経済民主主義と産業民主
主義』，研究双書第56冊，関西大学経済・政治研究所， 1985年所収， 80-110ページ。
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